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昭和恐慌後の農村財政と経済更生計画
　　　　一岡山県小田郡内町村の一動向一
坂　　本　　忠　　次
はじめに
　周知の通り，1930年代の満州事変以降のわが国の財政は，昭和恐慌下の景
気回復政策下の財政としてよく知られているものである。それは，恐慌から
の脱出をめざすスペンデaング・ポリシーと共に，15年戦争下のいわゆる高
橋財政として知られている。もっとも，斎藤（実）内閣下の蔵相高橋是清の
もとでの財政金融政策が昭和恐慌下の景気回復政策のモデルー日本のケイン
ズ政策の一モデルーとして有名であるにしても，高橋財政は，戦前期の日本
財政において何回か見られていることに注意しておかねばならないω。
　この時期いわゆる「高橋財政」期について，財政学者の吉田震太郎氏は，
1930年代の日本財政が戦後日本の高度成長期を支えた財政投融資一1953年頃
から本格的に始まる一の原型をなす時期とする見解を発表しておられる〔2）。
また，一方で，この時期の高橋蔵相によってすすめられた時局匡救事業予算
が3年間で打ち切られるなど一過性のものであることなどを理由に，この時
期が現代資本主義（国家独占資本主義）財政への移行期とすることに対して
は否定的な見解もいくつか見られ（3），この点の解明が課題となる。
　一方，1930年代の時局匡救事業予算が3年間で打ち切られ，自力更生型の
農山漁村経済更生計画が樹立され経済更生運動が各地で進められるが，この
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運動は，そのにない手の性格一農家組合・産業組合と中心人物・中堅人物の
育成一とあわせその後のファッシズム的な国民統合化政策との関連で論議さ
れている（4）。この点についても，各農村地域での事例に即した検証が必要だ
ろうと思われる。
　本論文では，以上のような論点をめぐる問題などを念頭に置きつつ，1930
年代以降の時局匡救事業予算（救農土木事業予算）とその具体化をめぐる問
題，．この予算の打ち切りと並行して進められた農山漁村経済更生計画及びそ
の組織と運動の性格について，岡山県下の事例，とりわけ今まであまり検討
されて来なかった県西部の小田郡を中心に検討を加えておくことにしたい。
なお，限定された資料など収集資料の制約から，本論文では，若干の新しい
データの検証のみにとどめ，この時期の時局匡救事業予算から農山漁村経済
更生運動への移行過程をめぐる総合的把握については，今後を期さざるを得
ないことを述べてはしがきとする⑤。
1　昭和恐慌と小田郡内の時局匡救事業予算
　a．昭和恐慌前後の小田・後月郡内町村の動向
　1929（昭和4）年10月24日のアメリカ合衆国ニューヨーク株式市場の株価
の大暴落に始まる世界大恐慌は，わが国の経済界にも深刻な影響をもたらし
たことは周知のところである。昭和恐慌と呼ばれる農業恐慌を中心とした未
曽有の経済不況がそれであるが，昭和初期には，それ以前からすでに金融恐
慌と呼ばれる経済界の変動がもたらされていた。
　1923（大正12）年9月1日の関東大震災は，それが東京・横浜といった帝
国の首都を襲っただけに経済界に与える影響は大きかった。震災恐慌がそれ
である。もっとも，震災恐慌の岡山県下への影響は軽微であった。1927（昭
和2）年3月の第一次金融恐慌一東京渡辺銀行と同系のあかち貯蓄銀行の取
り付け騒ぎによる休業など一の時には平穏であった。しかし，第一合同銀行
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の頭取であった大原孫三郎が取締役に就任している近江銀行の4月18日の倒
産が伝わると，翌19日，第一合同銀行・岡山合同貯蓄銀行に取り付けが発
生，翌4月20日，後月郡の西江原銀行が3週間の休業に追いこまれた。
　第一次大戦後の反動恐慌で，後月郡や小田郡，特に井原町や，高屋村
（1922年より高屋町），笠岡町の機業家や製糸家が大打撃を受けた。農家も薄
荷や心中菊などの市価暴落により打撃を受け，同行の貸出内容が悪化した。
同行の貸出金の回収不能額は50％に達し，資金逼迫を是正するために約定金
利を超える高金利預金の吸収を行い破綻が生じた⑥。
　金融恐慌は，西江原銀行の高屋支店の取り付けをもって始まり，本店その
他に波及した。同銀行の破綻は，笠岡地方の経済金融界にも大きな影響を与
えたといえる。4月中旬の日本銀行岡山支店からの本店あて電文（ηによる
と，
　西江原銀行ノ休業ニヨリ預金者ノ動揺激甚，岡山合同貯蓄銀行，第一合同
　銀行福山・笠岡・泣面支店ノ取付止マズ，漸次他ノ支店へ波及ノ模様アリ
　成行キ懸念セラル
と述べている。県下の機業地帯，製糸業地域への影響が大きかったためと見
られる。
　4月21日十五銀行の休業の報が伝わると他の都市銀行支店にも及ばんと
し，玉島商業銀行も休業した。西江原銀行は，1928（昭和3）年3月岡山県
の斡旋により第一合同銀行（1919年9月設立）が整理を引き受け，4月に日
本銀行岡山支店により補償法による特別融通124万円を執行されている。同
月2◎日，第一合同銀行は西江原銀行を買収，1930（昭和5）年12月，昭和恐
慌下に第一合同銀行と毒血の山陽銀行が合併し，中国銀行（頭取大原孫三
郎）が誕生した。
　昭和初期には，金融恐慌から昭和恐慌へと経済界の不況がつづいた。1929
（昭和4）年の金解禁恐慌に始まる昭和恐慌は，岡山県下の中小企業のみな
らず，特に農家経済にも深刻な打撃を与えるところとなった。昭和恐慌は，
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特に生糸と繭の暴落に始まる農村恐慌となってあらわれた。岡山県下でも上
繭貫当たり平均価格が1929（昭和4）年の7円46銭から翌5年の3円70銭へ
と半値に下げている。
　1930（昭和5）年に入ると，米価も全国的に急反落した。経済界の不景気
で株式も惨落し，この当時は，「大学は出たけれど…」と云われた通り仕事に
はありつけず，未曽有の就職難の時節でもあった。米価は，大阪，東京，神
戸，名古屋など大都市の期米市場が反落し，例えば1930（昭和5）年6，月24
日の岡山市場を見ると，中限は前場の新高値29円21銭が，後場は8円20銭と
崩れ，不安定な様相を示した（8）。
　1930年中の岡山市場における玄米相場（上米石当たり）の動きを見ておこ
う。正月の30円40銭が12月には20円68銭へと3割余の下落を示したのであ
る。さらに，恐慌の最も深刻だといわれた1931（昭和6）年になると，年平
均でも18円95銭に落ちこんだ。
　生糸と繭の暴落に始まり，玄米相場もこのように暴落した岡山県下の昭和
恐慌が，笠岡の製糸業を始め，小田・後月郡一帯の養蚕農家にとっても大き
な打撃となったことはいうまでもない。
　そこで，昭和初期，1927年～！932年の小田郡の養蚕業の動向を見よう。表
1はこれを小田郡合計，笠岡町，金浦町，城見村，陶山村，吉田村，北川
村，神島内村についてr岡山県統計書』で見たものである。養蚕農家は，
1930年の恐慌期までは小田郡内助町村では増加する傾向が見られ，したがっ、
て繭数量も各町村で増加している。しかし，恐慌にともなう繭単価の暴落に
よって繭価額は惨落している。1932（昭和7）年になると養i蚕農家自身も打
撃を受け実戸数の減少をもたらすと共に，繭数量の減少と繭価額の著しい減
少をもたらし，養蚕農家が昭和恐慌により大きな打撃を受けたことを示して
いる。
　しかし，この期間に養蚕戸数は増加し，繭数量も増加した村がいくつかあ
ることに注目しておきたい。例えば，小田郡北川村，神島内村，陶山村（以
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上，現笠岡市）などが養蚕実戸数と繭数量の増産を見せている。しかし，繭
価格の暴落がこれらの村の養蚕農家の販売収入をも激減させ大きな打撃を与
えたことは疑いない事実であろう。
　表1　昭和初期の小田郡の養蚕業の動向（1928年～ユ932年）
小　田　郡　合　計 笠　　岡　　町 金　　浦　　町 城　　見　　村
養　鼠
ﾋ　数繭数量 繭価額 養蚕戸数 繭数量 繭価額 養蚕戸数 繭数量 繭価額 養蚕戸数 繭数量 繭価額
1928年　戸R，908
　　貫84，598　　円544，783
? ???
　円4，57⑪
???
　貫1，602　円
X，969
?? ???
　円
T，522
1930年4，303 89，950345，437 58 9723，714 122工，7586，556 80 王，100 4，268
1932年3，848 81，472204，544 24 4571，129 1051，3333，272 74 661L784
陶　　山　　村 吉　　田　　村 北　　川　　村 神　島　内　村
養蚕戸数 繭数量 繭価額 養蚕戸数 繭数量 繭価額 養蚕戸数 繭数量 繭価額 養蚕戸数 繭数量 繭価額
1928年
??
　貫1，453　　円
P0，380
???
　貫3，974　　円27，102
???
　貫5，552　　円34，251
???
　貫1，443 　円
X，831
1930年 1041，6516，902 2024，22418，654 2785，71821，228 1572，306 10，036
1932年 88 1，5114，119 1642，9847，953 2536，139⊥4，829 1462，0924，978
　1　『岡山県統計書』各年度による。
　2　繭は，白繭種，黄繭種の合計であり，上繭・玉繭・屑繭に分けられていた。
　岡山県下の農業生産価額は，1931年で1927年時の約60％（名目価格）にま
で低下した。したがって農家の負債も激増し，1931年末現在で9，323万円余，
農家1人当たり平均579円に達した。
　これを，小田郡金浦町（現笠岡市）に例をとって見ると，1932年度農家戸
数560戸，農家収支3万980円の赤字（内農家負債利子支払2万4，700円（9））農
家1戸当たり56円の赤字となっていた。
　b．昭和恐慌と時局匡救事業予算
　昭和恐慌下の民政党浜口内閣（井上準之助蔵相）の緊縮政策のもとで，岡
山県など市町村の財政も緊縮予算の編成を迫られた。1929（昭和4）年！0月
の政府の官吏減俸の決定にもとづき，県下の市町村吏員や教員，つづいて県
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吏員についても反対を押し切って1割～1割5分程度の減俸を行った。ま
た，市町村吏員，小学校教員などの俸給の不払・遅延などが各地であいつい
だ。翌1932年に入ると，俸給の不払町村は5～6力村，遅延町村60力町村に
達した。岡山県学務当局は，通牒を発して厳重な取り締まりを行うとともに
「1ケ月の俸給を2回以上に亘り仕払ってみる」町村の事情を調査してい
る（10）。
　経済界不況のため，県・市町村財政の税収不足がつづき財政赤字によって
地方債が漸増した。また，農民の租税滞納額も拡大して行ったのである。
　1931（昭和6）年12月から犬養毅内閣（高橋是清蔵相）のもとで農村救済
のための積極財政としての時局匡救事業予算が編成された。農村土木事業を
中心に景気回復政策がとられたものである。公債の日本銀行引き受け（赤字
公債という）によって通貨を創出し公共土木事業への支出を積極的に行った
もので，」．M．ケインズの政策を日本にも適用しようとしたものであっ
た。5・ユ5事件で犬養首相が倒れると，この政策は斎藤内閣に引き継がれ
た。
　第63帝国議会は，「救農」議会とも呼ばれているが，この議会で成立した時
局匡救事業予算の岡山県への匡救農業土木事業補助額は1932年42万8，796円，
1933年35万7，634円，ユ934年7万5，963円，計86万2，359円であり，総事業費は
172万4，798円であった（11）。
i　笠岡町の時局匡救：事業予算
　そこで，この時期の笠岡町議会の動向を見よう。笠岡町では，1932（昭和
7）年10月15日，町議会に町長丸山久右衛門が「時局匡救土木事業委員推薦
ノ件」を提出，富岡改修道路委員5名，馬飼越改修道路委員5名，給下谷改
修道路委員5名，砂防工事委員3名，小設備委員6名を推薦し承認され
た（12）。
　これと同時に「匡救土木費補助申請ノ件」を「緊急事件」として提案し
た。これによると，表2のとおりとなっている。みられる通り，冨岡及び笠
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岡の町村道の改修が中心で，昭和7年度改修延長2，895．3メートル，工事費
総額8，400円，申請補助額は4分の3（町費負担額4分の1）となっていた。
　笠岡町の事務報告による1932（昭和7）年度～1934（昭和9）年度の笠岡
町の時局匡救事業の執行ないしは執行中のものは次の通りであった。
　表2　笠岡町匡救土木費補助予算（1932年度，申請分）
大字名 路　線　名 改修延長 工　事　費 申請補助額 町費負担額
富　岡 第1号町村道
㍍???
　円R，026．00 3／4 1／4
笠　岡 第1号町村道 1，760．5 3，798．00 3／4 1／4
笠　岡 第2号町村道 730．4 1，576．00 3／4 1／4
?
2，895．3 8，400．00
注）『笠岡町会会議録』昭和7年度（1932）による。
昭和7年度（1932）
土木事業道路改良工事
　　　　　　小九南平　大字笠岡字　　　　　　　　　地内1号線道路改良工事　　　　　　宮地南米
　　延長309．9㍍　幅員4㍍
　　総工事費3，890円
　日計　字絵下谷地内2号線道路改良工事’
　　延長156㍍　幅員4㍍
　　総工事費1，了07円
　　（以上部落請員トシテ工事施行中）
　大字富岡字小島屋地内5号線道路改良工事
　　延長407．4㍍　幅員4㍍
　　総工事費2，803円
　本工事ハ町鳶トシ責任付両班者ヲ選定シ工事施行中何レモ縣費補助工事
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　二属ス
　　　外＝
時局匡救耕・地拡張改良小設備事業農道改良工事
　大字富岡字6丁目257号道路改良工事
　　延長100㍍　幅員18㍍
　　総工事費350円
　大字笠岡字馬飼越53号道路改良工事
　　延長204㍍　幅員27㍍
　　総工事費850円
時局匡救地方改善慮急事業
　大字笠岡字狼地内146号道路局部改良工事
　大字笠岡字西本町5534番一10宅地付近排水工事
　　工事費232円（県交付金）
　　工事ハ町営トシ部落民ヲ使役シ全部竣工セリ
時局匡救荒廃林地復旧事業砂防工事
　大字笠岡字大磯地内348番保安林外三筆
　　施行面積1．3740亥4　工費金1，100円
昭和8年度（1933）
道路改良工事
　大字笠岡字給下谷地内2号線道路改良工事
　　延長170，7㍍　幅員4㍍
　　総工事費2，645円
　　前年度継続工事＝シテ直営トシテ工事施行中
港湾改築工事
　笠岡港湾改築工事
　　物揚場　延長620㍍
　　総工事費20，000円
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　　直営工事トシテ目下施行中
小設備農業土木事業
　大字笠岡字八幡平地内農道新設工事
　　延長211．92㍍　幅員2．7㍍
　　総工事費600円
　大字富岡地内農道改良継続工事
　　延長307．0㍍　幅員1．8㍍
　　総工事費560円
　　直営工事トシテ施行全部竣工セリ
地方改善弱冠施設事業
　大字笠岡字狼地内147号道路外1ケ所改良工事
　　延長77，5㍍内55，5㍍　幅員1．0㍍
　　　　　　　　22．O＃p　　　〃　　2．0で兀
　　工i費96．29円
　　全上所井戸改墾工事4ヵ所
　　　工費金129．03円
　　全所字西本町地内235号道路並排水路改修工事
　　延長33．7㍍　幅員1．8㍍（道路）
　　〃　　〃　　　〃0．3糎（排水）
　　右地内二面ケル道路改良工事及井戸改良馨工事ハ直営トシ西本町地内
　　道路及排水改修工事ハ請負トシエ事施行全部竣工セリ
荒廃林地復旧工事
　大字笠岡字大磯地内187番保安林ノ内
荒廃地底防工事
　　施行面積O．6286ヘクタール
　　工種　五枚積苗工　1，403．8㍍
　　〃　全（二心）　　　891．7㍍
　　　　　　　　　　　　　　一69一
616
　　　〃山腹空積石工　　　20．25平方㍍
　大字笠岡字鳶ノ子地内4206番保安林ノ内
荒廃地砂防工事
　　施行面積0．3435ヘクタール
　　工種　五枚積画工　522．0㍍
　　　ft　〃　　　（段積）　　313．2㍍
　　　〃山腹空積石工　　10平方㍍
　　合計工事費　1，300円（県費）
　本工事ハ直営ヲ以テ施行シ工事ハ全部終了シタルモ苗木植付時期ノ関係
　ニヨリ未了
昭和9年度（1934）
土木関係事業
　大字富岡小島屋水門下心藻
　字　殿川町106号町村道．
　ほか綾喋，道路修繕，石垣改修など計31ヵ所　工事金額合計3，296．27円
災害復旧事業道路工事
　大字笠岡字宮地南平地内第1号線道路
　　延長4．018㍍　幅員4，0㍍
　　総工費3，886円
港湾改築工事
　物揚場延長　総工費　24，000円
地方改善応急施設事業
　大字笠岡富盛地内146号道路改良工事
　　延長77㍍　幅員平均1．6㍍
　　外溝橋補足延長！．2㍍　幅員2．0㍍
　　工費！66．64円
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およそ以上の通りであった。なお，この内1934（昭和9）年度の笠岡町の事
務報告書には，時局匡救事業予算としては掲載されていない。時局匡救予算：
は’R年を限度に行われたが，1934年度の県予算はきわめて少額で，笠岡町は
町単独でこれらの土木事業を実施せざるを得なかったからであろう。
　この中で，1934（昭和9）年度岡山県下を襲った風水害により災害復旧事
業道路工事が見られていることに注目したい。
　いずれにしても，笠岡町の時局匡救事業予算による事業は，1932，33年度
を中心に展開され，1934年度以降町単独事業を中心に展開されたのである。
政府による時局匡救事業予算は，このようにして3年間を限度に打ち切られ
たのである（13＞。
ii　北川村の起債事業
　以上の点は，小田郡北川村でも，起債による農村救済土木事業が1932年12
画面ら名越村長のもとで進められている事実を紹介しよう。
　1932年12月5日，北川村村長名越清治郎は，農村振興土木事業費1，050円，
時局匡救耕地関係農業土木事業費1，400円，計2，450円の起債を岡山県知事：篠
原英太郎に申請している（14）。この起債の目的は「農村振興土木事業費二充ツ
ル三軒」となっているが，その中身は，道路費と河川費であり，1932年度～
1934年度までの3力年にわたる事業であった。この公債金は岡山県から借入
れするもので利率4分2厘以内，1935（昭和10）年度～1942（昭和17）年度
までに償還する計画となっている。
　この起債議決理由書には，「近時経済界ノ不況ハ全国共通ノモノト錐モ農
村ハ空前ノ困懸ニシテ生業振ハス財力萎微シ苛重ナル公債ノ負担二苦シミ日
常生活ニスク汲々タル折柄亦之レが負担一皮府忍ビザル所ナリ　故口繕二起
債シ5ケ年間据置向フ10ケ年間二於テ之利忠魂年賦償還方法二心リ完済シ以
テ本事業ノ目的ヲ達成シ併セ村民負担ノ均衡ヲ得ントスル所以ナリ」と記し
ている。
　北川村の農村振興土木事業費の総額は7，282円，内村費負担2，450円であっ
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た。この起債議決理由書にも記されている通り，昭和恐慌時の同村の生産と
生活には厳しいものがあったことが推測される。また，北川村の救農土木事
業費における国・県予算支出の欠落した現状を指摘することもできるだろ
う。
　なお，北川村は，後にも見る通り農業における零細耕作規模農家が多く，
昭和恐慌前夜に地元の中小地主との間での小作争議が激化した地域でもあっ
たのである。深刻な農業不況の中で，同村財政収入の窮迫が見られていたこ
とは自ら明らかであろう。
2　昭和恐慌後の小田郡の経済更生計画
　a．農山漁村経済更生計画と小田郡の状況
　時局匡救事業予算は政府予算としては1932（昭和7）年～1934（昭和9）
年と3勘注で打ち切られた。これは，岡山県でも同様であったが，これと並
行して進められていた経済更生計画は，各町村で次第に自力更生計画の様相
を深めて行った。
　1932年9月，時局匡救事業を推進するため農林省に経済更生部が設置さ
れ，10，月，農林省訓令第2号「農山漁村経済更生計画二関スル件」を各府県
に訓令した。岡山県も，これに基づき「，同年12月15日付で県内務部長より町
村長宛に経済更生計画樹立方針について通牒を行った。
　この計画樹立方針に基づく岡山県下町村の経済更生計画の樹立状況を見る
と，樹立町村数は，1932年度40，1933年度40，1934年度35，1935年度27，
1936年度20，！937年度22，1938年度64と合計248町村に及んだ（15＞。その後も，
計画は樹立されたが，政府補助予算が打ち切られる中で自力更生運動として
の性格を強めて行った（16）。
　農山漁村の経済更生計画は，国民更生運動であり「農村教育振作」といっ
た国民教育運動としての性格をもあわせ持つものであったが，その「樹立方
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針」には，「隣保共助精神ノ振起」「農山漁村ノ組織及経営ノ改善」「自給自足
主義ノ徹底」「生活改善」「生産販売購買ノ統制」「金融ノ改善蚊（並）負債整
理」などが熱かげてあった。県の経済更生課が計画の指導に当たり，各町村
委員会では，町村吏員，学校教職員，農会，産業組合，漁業組合，森林組
合，教化団体ほかがその計画と実行に当たった。
　1932年度，1933年度の岡山県下の計画指定町村について見ると，1932（昭
和7）年度小田郡では美川村と金浦町（現笠岡市），後月郡では荏原村と三原
村が，1933（昭和8）年度では，小田郡の北川村（現笠岡市），後月郡では青
野村，明治村が選ばれている（1η。
　経済更生三関スル協議会，研究会，講演会等が県下各地で開かれ，指定町
村に対する実地指導が行われたが，小田郡笠岡町では，昭和8年7月19日，
経済更生計画指導幹事会が県幹事，町村委員，技術員等郡技術員等（会員20
名）の中心人物の出席のもとで開かれている。これは，1932年度の小田郡2
力町村の計画に関する指導について協議したものであった。
　その後の現笠岡市境域内の指定町村を見ると，1935年度吉田村，1936年度
北木島村，1937年度真鍋島村，などが指定を受けている。1934年度，1937年
度の指定町村は境域内では見られていない。なお，このうち，島しょ部の北
木島村，真鍋島村の計画は，農山漁村経済更生計画と称し漁村更生を含むも
のであった。
　ほかに，当時の浅口郡大島村（現笠岡市域内）は，194！（昭和16）年度農
林省の農山漁村経済更生特別助成町村に選ばれている。これe＃　，同村有志
が，満蒙開拓団に参加し同村の渡満支度，残留家族援護，財産（土地家屋）
処分等への特別助成があったためと思われる。
　b．金浦町の経済更生計画
　岡山県内務馬柵済更生課は，『経済更生叢書』を出して指定町村の計画事
例を紹介している。このうち『町村経済更生計画ノ概要摘録』（1933年11月）
にのった小田郡金浦町（1932年度指定町村）の農村経済更生計画事例を見よ
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う（18》。
　金浦町（現笠岡布金浦）は，1932年当時総戸数1，302戸，農家数550戸
（42％），商業286戸（22％），水産業185戸（14％）であった。田149町歩，畑
220町歩，山林162町歩，自作農家177戸，自小作296戸，小作87戸であった。
　収支状況を見ると，収入総額21万8，720円（1戸当たり390円），総支出額
24万7，670円（1戸当442円）を示し，農家の収入不足1戸当たり56円を示し
ていた。「20万円ノ負債アリ。未開発資源モ殆ンドナク，水産業モ亦振ハズ。
勤労精神二欠クル所アルヲ以テ精神ノ作興ヲ第一トシ，更生簿ノ記帳こ依り
経営ノ改善ヲ為サソトス」とこの報告書は記している。
　同町の計画要項を見ると，次の通りである。
←う土地利用　水田一毛作　田25町歩ヲ暗渠排水シ，山林1町歩ヲ開墾。
口　米麦ノ増産広川反当収量1斗4升ヲ増加シ，麦ハ大小麦トモ作付反別
　増加ト反当収量増加。
日　薄荷　作付反別4町歩ヲ増シテ25町歩トナシ，反収増加トニヨリ収量
　1万貫ヲ増加。
四　果樹及疏菜　苗自給ヲナシ，婦人部ノ活動ニヨリ特二疏菜ノ早作リヲ
　行フ。
㈲　肥料ノ増産　緑肥ノ新作付，推厩肥，鶏糞，木灰ノ増産。大豆粕，配
　合肥料ノ節減。
内　養蚕　用途別桑園ノ確立，戸数増加，掃立量増加ニヨリ収繭：量1千貫
　ヲ増加。
（t）畜産　和牛，乳牛，豚，鶏，兎ノ増加ヲ図り，特流説二対シテハ信用
　組合ノ融資ニヨリ預牛ヲ減シ種牡牛ヲ設置スル。
㈹　加工副業，真田1千戸，藁工100戸，桿細工200戸，乾無花果40戸ヲ従
　業サセ，新副業五韻リ労力利用，経済充実ヲ図ル
㈹　購販事業，金肥統制へ農家組合ニテ統制。
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（6｝義務貯金，据置貯金二依リ信用組合ヲ活用。
（⇒　負債整理バー部落ヲ特定シテ整理ノ範ヲ示ス。
日　自給自足トシテ醤油，米麹，砂糖ノ自給ヲ為スト共二水産増殖，兎，
　鶏ノ飼糞二依リ栄養増加ヲ図り，空地利用二審リ果樹ヲ乱訴ス。
⇔　冠婚葬祭ハ部落毎二協約シ記帳生活ヲ為スタメ経済更生簿ヲ備付クル
　外犯罪防止，婦人ノ訓練を行フ。
㊧　漁業家ノ子女就職斡旋，出稼ノ連絡指導，冗費節約ヲ行フ。
飼　人格ノ向上，神社ノ美化作業，農業露出畑田ノ活用等国画リ精神作興
　教育改善ヲ為ス。コノ外備忘共済貯金ヲ行フ。
以上の計画に見られる通り，同町では米麦のほかに薄荷，果樹，疏菜，養
蚕，畜産，真田などの加工副業などを中心に経済更生計画を進めたのであ
る。
　また，これとあわせて，経済更生計画は，勤労精神の作興，神社の美化作
業，共済貯金，更生簿の記帳による経営改善など，準戦時下の国民統合と生
産力の向上のための精神作興，教育改善の運動ともなっていたことが注意さ
れるべきだろう。
　c．島しょ部一真鍋島村の経済更生計画
　真鍋島村は，瀬戸内海島しょ部に属する農漁村地域である。同村は，1938
年度指定町村となっており，以下，同村の農山漁村経済更生計画の事例につ
いて見よう。同村は，「小田郡ノ最南端瀬戸内海中二点在セル六島緩（内四無
人島）ヨリ成り，「全島些ノ水田ナク耕地ハ急傾斜セル畑地ノミ道路ハ各島
トモ未ダ整備セズ交通不便ナル小漁村ナリ笠岡多度津問ノ便船一日二往復ス
又郵便局ハ存スルモ電信電話ノ取扱ナク通信モ忌敵シク不便ナリ（19）」と記さ
れている通り，当時交通不便な半農半漁の家も多い農漁村地域であった。
　島の人口，総戸数517戸内農家数187戸（36％），漁業戸数165戸（32％），農
漁兼業戸数149戸（30％），人口2，222人で，農家1戸当たり耕作面積畑2反4
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畝の過小農で大部分が漁業と兼業であった。ほかに林業や畜産，加工副業な
どもあったが，昭和恐慌下この島の農家への打撃も大ぎく，農家負債額は11
万円（1戸当たり212円76銭）にも達していた。
　1938（昭和13）年度の指定を受けた同村の農漁村経済更生計画の計画方針
を見ると，
農業ヲ経営スル・モノ80％二及ブモ過少農＝シテ且ツ畑地ノミナル：為食糧ノ
自給困難ナルノミナラズ漁業ハ個人ノ小漁業ニシテ漁獲高モ少ナク副業収
入モ少ナク男子ハ出稼スル者多ク農業労働ハ女子主体トナリ教育ノ程度二
身シテ低ク生活ノ安定ヲ欠クヲ以テ教化施設，農家組合ノ活動，産業組合
及漁業組合ノ整備拡充，満州移住ヲ計画シ自給経済ノ確立ヲ計うントス
と記している。
　この計画方針のもと精神教化（女子青年団婦人会講習会ほか），生活改善
（農家組合内に5人組制度を設け家計簿の作成，生活改善等指導），土地利用
（荒畑の利用ほか），農産物増産・畜産，水産の増産と副業奨励．肥料の改善
及び購買販売の統制，金融改善（負債整理組合を設ける），産業組合の組織に
よる裸麦，除虫菊，首藷切干の増産と販売数量の増大などを図ることを計画
した。
　また，移住計画では「村費ヲ以テ1人当40円ノ奨励金ヲ交付シ青壮年30人
ヲ満州二移住セシメントス」としている。部落毎の勤労奉仕を行い共済施設
（村有畑の利用）を設ける計画もあった。
　この実行単位としては，委員会内に部制を置き，特に農家組合を中心に据
えたが，例えば農作物増産計画を例にとってみると，表3に見る通り，畑作
が中心だが，作付反別，反当収量を増やし，裸麦では現在の1，275石を将来
2，287石へ，甘藷では，15万4，080石を将来30万石へ，除虫菊は1，800石を
4，500石へ増産することを計画した。除虫菊，甘藷切干等の販売には，産業面
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合に農業倉庫を建設して対応する計画であった。
　表3　真鍋島村の農作物増産計画
作付’反別 反当収量 総　収　量
現在 将来 現在 将来 現　　在 将　　来
主　ナ　ル　実行　方　法
裸　麦
　町
X1．1
　町
X5．3
1夏 2盈 　石k275　石Q，287品種選定，施肥改善，土入
甘　藷 64．2 68．0240 500 工54，080300，000苗床利用苗育成
除虫菊 13．015．0 12 30 L800 4，5⑪O種子選択，病害防除
碗　豆 1．8 1．820G250 3，600 4，500種子選択，支柱栽培
注）岡山県経済部経済更生課r町村経済更生計画ノ概要摘録』昭和14年（1939）10
　月。
　この計画の実績がどの程度のものだったかについては明らかではない。し
かし，魚市域内の真鍋島は，今日漁業と共に亡きの特産地として知られ，島
を訪れる観光客も増加した地域となっている。この時期の農家組合などを中
心とした努力が，結果として実を結んだものといえるのではないか。
　以上，小田郡内の時局匡救事業予算打ち切り後の農由漁村経済更生計画の
事例についていくつか見てきたが，その特徴点をまとめて見ると，
　第／に，金浦町などに見られる通り，農家の収支状況は悪化し，収入不足
と1戸当たり20万円以上の負債があった。同町の水産業も振るわなかった。
一方，半農半漁の真鍋島では農家負債額は1戸当たり212円76銭にも達して
いた。
　第2に，勤労精神の作興に力を入れている。これは，教化運動への方向を
意味している。
　　　　　　　　　　　　　はっか　第3に，米麦のほかに，薄荷，果樹，疏菜，養蚕，畜産，真田などの商品
作物・加工副業に力を入れた。この点は，真鍋島の事例に見られる通り畑作
重視の農作物増産計画となっている。その実行単位を委員会内の部制，農家
組合などにおき増産計画を図っている。
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　第4に，零細農家中心の真鍋島や浅口郡大島村（現笠岡市）に見られる通
り食糧の自給困難などを理由に，「村費」による「奨励金」交付を通じて満州
への移計画が進められている。
3　昭和恐慌期の小田郡の農家動向
　以上の小田郡を中心とした昭和恐慌期の時局匡救事業予算，経済更生計画
の事例を踏まえて，これを昭和恐慌期の同型の農家状況の特徴について検討
しておこう。表4，表5は，昭和恐慌期の岡山県農家戸数を自作，自小作，
小作別に見たものである。県内では，自作と自小作を加えた農家数が小作農
家数とほぼ同数となっているが，小田郡，後月郡（浅口郡も）ともに自作農
家の割合が県内平均をやや上回っている。この内，小田郡の自作農家の割合
が高く，つづいて後月郡も高くなっている。しかし，後月郡では小作農家の
割合が高く，浅口郡では自小作農家の割合が多く小作農家の割合が低くなっ
ている。
　表4　岡山県農家戸数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（戸，％）
自　　小　　作　　別 専業　・兼業別
自　　作 自小作 小　　作 合　　計 専　　業 兼　　業
1931（昭和6）
P932（〃　7）
P933（〃　8）
P934（〃　9）
P935（〃10）
45，960
i28，5）
S5，692
i28、5）
S5，877
i28、7）
S5，871
i28．7）
S5，960
i29．0）
32，775
i20．3）
R2，250
i20，1）
R2，450
i20．3）
R1，012
iユ9．4）
R1，301
iユ9．8）
82，489
i51．2）
W2，605
i51．5）
W1，712
i51．D
W2，726
i51．8）
W1，191
i51．2）
16L224
@　（100）
P60，547
@　（100）
P60，039
@　（100）
P59，609
@　（100）
P58，452
@　（ユ00）
120，567
i74．8）
P21049　　　，
i75．4）
P20，517
i75。3）
P21，031
i75．8）
P21，129
i76．4）
40，657
i25．2）
R9，498
i24．6）
R9，522
i24．7）
R8，578
i24，2）
R7，323
i23．6）
注）出典は『岡山県統計年報』昭和10年（1935）上による。
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表5　3郡の農家戸数分布 （1935年，戸，％）
自　　作 自小作 小　　作 合　　計 専　　業 兼　　業
小田郡
繻氏@郡
?綷S
4，446
i37．0）
P，704
i31．3）
S，302
i29．9）
L565
i13．0）
@　703
i12．9）
R，358
i23．3）
6，0！9
i50．0）
R，031
i55．7）
U，745
i46．8）
12，030
i100）
T，438
i100）
P4，405
i100）
8，7Q5
i72．4）
S，103
i75．5）
X，804
i68．1）
3β25
i27．6）
P，335
i24．5）
S，601
i3L9）
注）出典は③に同じ
　表6は昭和恐慌期の岡山県内の耕地所有別の農家数の分布を見たものであ
るが，5反未満の零細耕地所有農家が50％を超えている。1町未満の農家が
1935年で81．8％と8割を超え，3町未満で99．2％と圧倒的比重を占める。3
町以上の農家は，3％前後を占めるに過ぎない。
衷6　岡山県耕地所有別農家数の推移 （戸，％）
～5反 5反～@　1町 1町～@　3町 3町～@　5町 5町～P0町 10町～@　50町50町～合　　計
193ユ 86，5946，51025β252，710 1，054400 37 162，630
（昭和6） （53．2） （28．6） （15．6） （1．7） （0．6） （0．2）（0．02） （100）
1932 86，905 47，100 25，5142，675 1，050401 35 163，680
（〃7） （53．1） （28．8） （15．6） （1．6） （0，6） （0．2）（0．02） （100）
1933 85，791 47，929 25，6502，599 1，035390 35 163，429
（〃8） （52．5） （29．3） （15．7） （！．6）（G．6） （G．2） （0．G2） （100）
1934 86，39247，969 25，5612，630 1，014367 34 163，967
（”9） （52．7） （29．3） （15．6）（1．6） （0．6） （O．2）（0．02） （100）
1935 84，157 49，73325，9352，667 972 348 41 163，853
（〃10） （5L4） （30．4） （15．8）（1．6） （0．6） （0．2） （0．03） （100）
注）出典は表4に同じ。
　表7で1935年を例に耕地所有別農家戸数を小田郡，後月郡，浅口郡を例に
見ると，3郡とも5反未満の零細農家が県内平均を上回っている。1町未満
の農家数が小田郡で86．8％（県内平均81．8％），後月郡で86．3％，浅口郡で
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89．8％を占める。3町未満の農家数でもほぼ同様の趨勢である。したがっ
て，3町～10町の中規模，10町～50町の大規模耕地所有農家は，3郡ではい
ずれも県内平均を下回っている。
　表7　岡山県耕地所有別，農家数の分布　　　　　　　　　　　　（1935年，戸，％）
～5反 5反～@　1町
！町～
@　3町
3町～
@　5町
5町～
@10町
10町～
@　50町
50町
@　以上 合　　計
総　　　数 84，157 49，73325，935 2，667972 34841 163，853?
（51．4） （30．4）（15，8） （1．6） （0．6） （0，2） （0．03） （100）
小田郡 7，578i60．3）
3，327
i26．5）
1，500
i11．9）
　　　121
iLO）
　　　32
i0．3）
　　　　9
i0．1）
一 12，567
i100）
後月郡 3，014i52．1）
1，980
i34．2）
　　　721
i12．5）
　　　42
i0．了）
　　　21
io、4）
　　　　4
io．1）
一 5，782
i100）
浅口郡 8，888i63．9）
3，606
i25．9）
1，175
i8．5）
　　　124
i0．9）
　　　　69
i0．5）
　　　39
i0．3）
　　　　2
i0．01）
13，903
i100）
児島郡 7，292i63．9）
2，706
i23．7）
1，163
i10．2）
　　140
iL2）
　　　　62
i0．5）
　　　31
i0．3）
　　　　9
i0．1）
11，403
i100）｛都窪君β
3，445
i51．5）
Lg89
i29．7）
1，023
i15．3）
　　128
i1．9）
　　　67
iLO）
　　　35
i0．5）
　　　　6
i0．1）
6，693
i100）
赤磐郡 3，343i41．5）
3，067
i38．0）
1，539
i19．1）
　　　86
i1．1）
　　　24
i0．3）
　　　　5
i0．1）
　　　　1
i0．01）
8，065
i100）牒区 4，142
i63．0）
1β79
i28．6）
　　485
i7．4）
　　　49
i0．7）
　　　18
i0．3）
　　　　2
i0．03）
一 6，575
i100）
真庭郡 4，304i48．9）
2，515
i28．6）
1，656
i18．8）
　　234
i2．7）
　　　68
i0．8）
　　　25
i0．3）
　　　　1
i0．01）
8，803
i！00）｛苫。，呂
3，131
i44．3）
2，049
i29．0）
1，531
i21．7）
　　　248
i3．5）
　　　86
i1．2）
　　　16
i0．2）
　　　　2
i0．03）
7，063
i100）
　注）出典は表4に同じ。
　これを，上郡と比較して見てもほぼ同様であるが，県南部の干拓地をかか
え高位生産力地域の児島郡や都窪郡では5反未満の零細耕地所有の農家も多
くなっている地域（児島郡）もあるが，50町歩以上の耕地所有農家も多い
（児島郡9戸，都窪郡6戸）。特に，3町～10町ていどの小農層〔20＞も相対的に
多くなっている。一方，県東部の赤磐郡や和気郡では，3町未満の零細耕地
所有農家が相対的に多く東部地域の特徴を示している。特に和気郡では5反
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未満の農家が多くなっている。磁北の真庭郡や苫田郡では！町前後から5町
前後に至る小中堅農家の割合が相対的に高くなっている。
　以上のような県内各地域の傾向の中で，小田郡・後月郡では，①3町未満
の零細耕地所有農家が相対的に多い。②50町歩以上の大規模所有農家がいな
い，などの特徴点がみられるが，これは，壷井笠地域が島しょ部をかかえて
いること（小田郡），山あいの地域が相対的に多い，平野部が少く水田単作地
帯のような大地主がいない，ことなどを反映するものであろう。ちなみに，
後月郡井原町地域は伝統的な機業地域でもある。
表8　岡山県の耕作規模山農家数の摘下 （戸，％）
～5反 5反～@　1町 1町～@　2町 2町～@　3町 3町～@　5町 5町～ 合　　計
1931（昭和6） 62，296i38．6）
3，579
i39．4）
32，525
i20．2）
2，419
i1．5）
　　344
i0．2）
　　　61
i0．04）
16L224
@　（100）
1932（〃7）61，667i38．4）
64，032
i39，9）
32，009
i19．9）
2，515
i1．6）
　　　295
i0。2）
　　　29
i0，02）
160，547
@　（100）
1933（〃8）60，548i37．8）
64，031
i40．0）
32，595
i20．4）
2，547
i1．6）
　　　281
i0．2）
　　　37
i0．02）
160，039
@　（10G）
1934（〃　9） 60，066i37．6）
4，566
i40．5）
32，233
i20．2）
2，474
iL6）
　　　241
i0．2）
　　　　29
i0．02）
159，609
@　（100）
1935（〃10）58，927i37．2）
64，347
i40．6）
32，381
i20．4）
2，506
i1，6）
　　　265
i0．2）
　　　26
i0．02）
158，452
@　（100）
注）出典は表4に同じ。
　この点を，県下の耕作規模捌農家数（表8）及びその分布状況（表9）で
見ても，ほぼ同様の傾向を指摘できる。ただ，県内の他の地域が，5反未満
の耕作規模の農家が少くなり，5反以上，ないしは1町～2町へと若干の上
昇傾向を見せるのは，地主所有の土地の耕作を行う農家が多いからであろう
か。県南の干拓地域，県東部，県紙地域で共通にこのような傾向が見られる
のに対し，小田・後月郡では5反未満ないしは1町歩未満の耕作農家がきわ
めて多くなっている。このことは，この地域の小作ないしは自小作型の農家
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の相対的な多さを示すものであろうか。この場合，この地域の薄荷，除虫菊
などの畑作による商品作物生産，養蚕業などの動向との関連一昭和恐慌に
よりいずれも市価が暴落した一も考慮に入れておかねばならないだろう
が，いずれにしても相対的には，零細耕作規模の農家がかなり多い事実を指
摘しておかねぽならないだろう。
　表9　岡山県における耕作規模別農家数の分布　　　　　　　　（工935年，戸，％）
～5反 5反～@　1町 1町～@　2町 2町～@　3町 3町～@　5町 5町～ 合　　計
総　　　　数 58，92764β4732，3812，506 265 26 158，452?
（37．2） （40．6） （20．4）（1．6） （0．2）（0．02） （100）
小　田　郡 6，075i50．5）
4，82哩
i40．1）
1，125
i9．4）
　　　　6
i0．05）
一 一 12，030
i100）
後　月　郡 2，515i46．2）
2，294
i42．2）
　　611
i1L2）
　　　　18
i0．3）
一 ｝ 5，438
i100）
浅　口　郡 8，144i56．5）
5，216
i36．2）
　　976
i6．8）
　　　53
i0．4）
　　　　15
i0．1）
　　　　　1
i0，0G7）
14，405
i100）
｛児島郡 4，527i45．7） 3，536i35．7） 1，681i17．0）
　　　138
iユ．4）
　　　31
i0、3）
　　　　　1
i0．Ol）
9，914
i100）
都　窪　郡 1，812i24、4）
3，239
i43．6）
2，300
i30．9）
　　　80
i1．1）
　　　　5
i0．1）
∴ 7，436
i100）
｛礫郡 2，419i30．0） 3，893i48．3） 1，667i20．7）　　　78iLO）　　　　6i0．1） 　　　　4i0．05） 8，067i100）
和　気　郡 2，827i51．3）
2，369
i43．0）
　　310
i5．6）
　　　　2
i0．04）
一 一 5，508
i100）
｛真庭郡 2，641i29．8） 3，700i41．7） 2，157i24．3）　　352i4．0） 　　　22i0．2） … 8，872i100）
苫　田　郡 2，232i30、4）
2，684
i36．5）
2，194
i29．8）
　　　196
i2．7）
　　　45
i0．6）
　　　　3
i0。04）
7，354
i100）
　注）出典は表4に同じ。
　このような零細耕作規模農家が多いことは，小作農家の経営の零細性を示
すものであろうが，この事実は，岡山県西部地域でも，大正・昭和初期に日
農の仁科雄一（小田郡矢掛町出身）らの指導によりかなり過激な小作争議が
いくつか起こっている事実にも反映しているところであろう。同郡でも，昭
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和恐慌期には，中小地主による土地取り上げ問題が起こり，零細耕地経営の
小作人側からの生存権をかけた農民運動がいくつか発生しているところであ
る。とりわけ，金融恐慌時の1927（昭和2）年10月～12月を頂点とする小田
郡北川村（現笠岡市）の小作争議は，地主（中小地主）16名と小作人44名が
対立して過激なものとなった。しかし，1928（昭和3）年，組合の事実上の
敗北に終った（2D．昭和恐慌期の小作争議の前史をなすものの一つであるが，
以後この地域での小作争議は目立ったものは見られず，1930年代の時局匡救
事業予算とその打ち切り→農山嵐村経済更生計画（経済更生運動）へと巻き
こまれて行ったのである。
4　むすびにかえて
　以上，小田郡内町村の事例を中心に，斎藤内閣高橋財政下の景気回復政策
をめぐる状況について検討を加えてきたのであった。
　ここでは，未曽有の農村経済恐慌からの回復のためのスペンディング・ポ
リシーとしての時局匡救事業予算が3年間で打ち切られたが，末端の町村で
は2年間しか補助金の与えられないケースも多く，救農土木事業の遂行は町
村の単独事業や起債に頼らざるを得ず，これと並行して進められた自力更生
的かつ上からの教化の性格の強い農山漁村経済更生計画（運動）へと転換し
て行ったのである。そこでは，農家負債の累積が見られると共に，農家組
合，産業組合等を中心とした商品作物・畑作中心の農産物増産計画が進めら
れて行った（その成果についてはなお検証を要する）。
　以上に明白に認められる通り，時局匡救事業予算は一過性のものとして農
村社会に完全に定着化したとはいえず，一方，これを補完する形での教化運
動，勤労意欲増進のための精神作興運動の性格の強い経済更生計画の樹立と
運動が急速に展開していくのである。この過程で，農村の中堅農家・中心人
物がどのような役割を果たしたかについてはなお詳細な検討が必要とされる
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だろうが，とりわけ，5割を上回るこの地域の中小零細耕作規模農家が，こ
の自力更生的計画と運動にどのような形で参画したのか，また，大正・昭和
初期に激化した小作争議の主要なにない手であったこれら小作農民が，どの
ようにして準戦時下の経済更生運動に巻ぎ込まれて行ったのかをめぐって
は，なおいくつかの検証が必要とされるであろう。
（注）
1）高橋是清は，明治末の外債募集のための大蔵財務官の活動に始まり，大正期以来何回か
　大蔵大臣を務めている。
2）吉田震太郎「高橋財政下の地方財政」東北大学研究上報『経済学』第30巻第3・4号，
　1969年，同「高橋財政下の地方財政」高橋幸八郎編r日本近代化の研究」（下）東京大学出
版会　1972年　所収　同「高橋財政下の地方財政」再考，r社会科学年報』第29号，1995
　年、専修大学社会科学研究所，所収，参照。
3）宇佐美誠次郎『危機における日本資本主義の構造』岩波書店，1951年，では，戦前日本
　の国家独占資本主義への移行期を1936年頃の準戦時体制としている。また，大石嘉一郎
　r昭和恐慌と地：方財政　　農村財政を中心として一」同氏著r近代日本の地方自治』東
京大学出版会，1990年，所収，参照。
4）経済更生運動研究については，森武麿「日本ファシズムの形成と農村三江更生運動」『歴
史学研究』1971年度大会報告別冊特集，中村政則「経済更生運動と農村統合」r近代日本地
主制史研究』東京大学出版会，1979年所収などをはじめ，いくつか研究が見られた。担い
手の評価，産業組合の位置付け，部落の評価などをめぐって論議されていたが今日あまり
研究は見られない（暉峻象三『日本農業問題の展開』下，東京大学出版会，1984年に整理
が見られる）。その後武田勉・楠木雅弘編r農山漁村経済更生運動史料集成』全7巻，柏書
房，1985年が出たが，本論文でも活用した。ほかに，宇佐美正史「経済更生運動の展開と
支配構造」『土地制度史学』第128号，1990年7月，安富邦雄『昭和恐慌期救農政策史論』
八朔社，1993年，栗原るみ「村にやってきた経済更生運動一福島県北，伊達崎村村長の
　r日記』を通して一」r行政社会論集』（福島大学行政社会学会）第6巻第2号，1993年
10月，所収，などが見られる。その後のまとまった研究は管見の限り見られていない。
5）本論文は，筆者が最近r笠岡市史』第3巻，1996年刊の執筆に緊急に参加することと
なったのを機会に，その執筆分担部分を基に若干の補足を加え論文化したもので，筆者の
準戦時・戦時地方財政研究のいわば準備ノートにとどまるものであることをお断りして
　おきたい。
6）　r岡山県史』近代fi，r中国銀行50年史』参照。
7）日本銀行岡山支店営業報告（日本銀行金融研究所所蔵）昭和2年号1927）による。
8）　『山陽新報』1930（昭和5）年6月25日号。
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9）ちなみに金浦町（現笠岡市）は，1932（昭和7）年度岡山県経済更生計画町村に指定さ
　れている。
10）　『山陽新報』1932（昭和27）年7月28日。
11）　『岡山県史』近代皿，1988年。
12）　r笠岡町会会議録』昭和7年（1932）。
／3）高橋財政下の時局匡救事業予算，救農土木事業予算は，このようにして，地域の町村で
　も3年目には打ち切られ単独事業にしわ寄せされるなど，満州事変下の軍事費予算拡大
　の影響とはいえ，きわめて一一過性の強いものとなり，町村の財政にビルト・イソ（構造
　化）されなかったと思われる。その後自力更生と国民教化並びに国民統合をめざす経済更
　生計画＝運動がこれにとって代るのであり，財政投融資の原型となる枠組みは，その後の
　馬場財政以降の事態の中に見出されるのではないか。なお，この点についてはなおいくつ
　かの地域からの実証が必要であろう。
14）r北川村会議録』昭和7年（1932）。北川村での救農土木事業費は，不況の中起債によっ
　て行われており，ここでも時局匡救事業予算の貧困な姿が如実に示されている。
15）武田勉・楠本雅弘編r農山漁村経済更生運動史料集成』W巻。
16）この点は，今日の町おこし，村おこしに類似してはいるが，準戦時下「上からの1指導
　と統制，教化などに見る通り，国民統合的な性格の強いものとなって行った。
17）前掲，r農山漁村経済更生運動史料集成』IV巻。　r岡山県史』近代皿。
18）以下は，岡山県内務部経済更生課『町村経済更生計画ノ概要摘録』昭和8年（1933）
　11月．による。
19）前掲，岡山県r町村経済更生計画ノ概要摘録』昭和14年（1939）10月。
20）本来的な自営農民としての小農ないしは中農とはいえないが，干拓地域では，隷作規模
　が比較的に大きい自小作農民層が相対的に多くなっているといえるだろう。
21）北川村の小作争議については，前掲『笠岡市史』第3巻，！996年，第8章第3節③の拙
　稿を参照されたい。
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On the Rural Community Finance and the Economic
Recover Plans after the Economic Crisis of Showa
Chuji Sakamoto
This paper treats economic and social changes of the rural community
of Odacounty in Okayama prefecture after the economic crisis of sh6wa.
In the 1930's, the serious agricultural crisis and economic stagnation
continued in the rural areas of Japan. In order to recover from the crisis,
the Saito Cabinet (Minister of Finance, Mr. Takahashi) took a measure of
spending policy (this finance was called 'Takahashi Zaisei'). The special
budget which was called 'Jikyoku-Kyoukyu-Jigyo Yosan' was cut off
after three years, because of the increasing expenditures for the Manshu-
War and of the shortage of government revenue. Therefore the plan of the
economic recovery of the rural communities which had no support from
the government was newly established. We investigated the agricultural
crisis and local finance of Odacounty in Okayama prefecture, and we have
found that 'Jikyoku-Kyoukyu-Jigyo Yosan' of Kasaoka town in
Odacounty was also broken down after only two years. We show that the
plans of the economic reconstruction of the towns and villages in this
county were introduced, and that the plans with no financial support from
the central government changed into spiritual, educational and
enlightening movements through these crisis. As a result, the small
farmers in this county fell into the fascism movement.
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